
 

和歌山県社会福祉法人等指導監査実施要綱 

 

和歌山県社会福祉法人等指導監査実施要綱を次のように定める。 

 

 （目的） 

第１条 本要綱は、和歌山県知事（以下「県」という。）が所管する社会福祉法人  

及び社会福祉連携推進法人（以下「法人」という。）に対して、福祉保健部福祉保

健政策局福祉保健総務課、長寿社会課介護サービス指導室、障害福祉課（以下｢関

係課室｣という。ただし、社会福祉連携法人については、関係課室は福祉保健総務

課のみとする。）が行う指導監査に関する基本事項を定めるものとする。 

 

第２条 法人に対する指導監査は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下｢法｣ 

という。）第５６条第１項（法第１４４条により準用される場合を含む。）に基づ

き、関係法令、通知による法人運営、事業経営についての指導監査事項について指

導監査を行うことにより、適正な法人運営と円滑な社会福祉事業の経営の確保を図

るとともに、自主的な業務改善及び役職員の資質の向上を促し、もって県民福祉の

向上に資するものとする。 

 

（指導監査） 

第３条 指導監査は、一般監査と特別監査とし、その区分は次のとおりとする。 

 (1) 一般監査とは、定期的に実施する指導監査及び現況報告書の確認の結果等必要 

  に応じて随時実施する指導監査をいう。 

 (2) 特別監査とは、運営等に重大な問題を有する法人・施設を主な対象として、随 

  時実施する指導監査をいう。 

 

   （監査体制） 

第４条 施設を経営する法人については、施設担当と連携を図り、原則として合同で 

実施する。 

 

 （監査基準） 

第５条 指導監査の基準は、地方自治法第２４５条の４第１項及び同法第２４５条の

９に基づく厚生労働省が示す処理基準による。 

 

 （指導監査計画） 

第６条 関係課室の長は、連携して毎年度当初に当該年度の指導監査計画を定めるも 

のとする。 

２ 前項の指導監査計画は、前条に規定する処理基準等に準拠するとともに本要綱の 



目的を達成するものでなければならない。 

３ 指導監査計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 (1) 指導監査の方針 

 (2) 実施時期 

  (3) 指導監査の方法 

 (4) 当該年度における指導監査対象法人 

 (5) 当該年度における指導監査の重点事項 

 

 （指導監査の実施） 

第７条 指導監査は、実地に行うものとする。 

２ 第３条第１項第１号に規定する随時実施する指導監査を除く一般監査は、次の事 

項をいずれも満たす法人については、原則として３か年に１回とする。ただし、当 

該年度４月１日現在において、設立後２年を経過していない法人を除く。 

 (1) 法人の運営について、法令及び通知等（法人に係るものに限る。）に照らし、 

 特に大きな問題が認められない。 

  (2) 法人が経営する施設及び法人の行う事業について、施設基準、運営費並びに報 

    酬の請求等に大きな問題が特に認められない。 

３ 前項第１号に該当するかどうかの判断の基準は、別表１に規定するとおりとし、 

同項第２号に関しては、当該施設又は当該事業の所管課長へ文書にて照会する。 

４ 第２項各号に関して問題が認められない法人が、次の各号に掲げる場合のいずれ 

かに該当するときは、当該法人の一般監査の実施の周期を当該各号に定めるとおり 

とすることができる。 

  (1)別表 2(1)に定める基準に該当すると県が判断するとき ４か年に１回 

  (2)別表 2(2)及び(3)に定める基準に該当すると県が判断するとき ５か年に１回 

５ 第２項及び第４項のいずれにも該当しない法人の一般監査は原則年１回とする。 

 

第８条 新設の社会福祉法人については、法人設立認可後、原則として概ね６月以内

に指導監査を実施するものとする。 

２ 新たに認定を受けた社会福祉連携推進法人については、認定を受けた年度の次年

度において、連携推進法人による計算書類等の届出が行われた後に指導監査を実施

するものとする。 

 

第９条 指導監査を行うときは、事前に当該法人及び施設に対し通知するものとする。 

 ただし、事前に通知することにより、当該指導監査の目的を達成できない場合は、 

事前に通知せず指導監査を行うものとする。 

 

第１０条 指導監査に先立ち、別に定める資料の提出を求めるものとする。 

 

 （指導監査結果） 



第１１条 指導監査の結果、改善を要する事項については、文書をもって指導し、そ 

の改善状況について、期限を付して、挙証書類を添付した文書で報告させ、必要が 

  ある場合には、改善状況について確認のための再調査を実施するものとする。 

 

 （特別監査の実施） 

第１２条 運営等に重大な問題を有する法人・施設に対しては特別監査を、随時実施 

する。 

 

 （中核市との連携） 

第１３条 和歌山市長が施設を所管し、県が所管する法人の指導監査については合同 

で実施することを原則とし、連携を密にするものとする。 

 

（指導監査結果の開示） 

第１４条 指導監査結果は、「和歌山県情報公開条例」に基づき開示する。 

 

（適用除外） 

第１５条 社会福祉連携推進法人については、第４条、第６条第３項第５号、第７条

第２項第２号及び第４項第１号並びに第１３条の規定は、適用しない。 

 

 （その他） 

第１６条 本要綱の改廃は、福祉保健政策局長が行う。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成２７年１１月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



別表１（第７条第２項、第３項関係） 

 

   第７条第２項に規定する、法人の運営について、特に大きな問題が認められない 

と県が判断する基準は、次のとおりとする。 

 （1） 前回の実地監査において、第１１条の規定による改善を要する事項がないこ 

   と。ただし、第１１条の規定による改善を要する事項に対する改善報告におい 

   て、明らかに改善が図られたと判断されるものは除く。 



別表２（第７条第４項関係） 

 

  (1) 第７条第４項の一般監査を４か年に１回とすることができると県が判断する 

    基準は、次に掲げる場合のいずれかに該当することとする。 

  ｱ 専門家（公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人をいう。）による財

務会計に関する内部統制の向上に対する支援又は事務処理体制の向上に対す

る支援を受け、法人の財務状況の透明性及び適正性並びに経営組織の整備及

びその適切な運用が確保されていると認められる場合 

   ｲ 下記（２）の場合に該当しない法人において、苦情解決への取組が適切に行 

   われている法人であって、かつ、次に掲げる事項のいずれかに該当し、良質か 

   つ適切な福祉サービスの提供に努めていると認められる場合 

   (ｱ) 福祉サービス第三者評価事業を受審し、その結果についても公表を行い、 

     サービスの質の向上に努めていること。 

    （一部の経営施設のみが受審している場合は、法人全体の受審状況を勘案す 

    るものとする。） 

   (ｲ) 法人が、「ＩＳＯ９００１」の認証取得施設を有していること。 

    (ｳ) 地域社会に開かれた事業運営が行われていること。 

     （福祉関係養成校等の研修生の受入れ又は介護相談員の受入れに加え、ボ 

     ランティアの受入れや地域との交流が積極的に行われていること等をい  

     う。） 

   (ｴ) 地域の様々な福祉需要に対応した先駆的な社会貢献活動に取り組んでい  

       ること。 

 

  (2) 社会福祉法人について、第７条第４項の一般監査を５か年に１回とするこ

とができると県が判断する基準は、会計監査人による監査等の支援を受け、

会計監査人の作成する会計監査報告等が次に掲げる場合のいずれかに該当し、

かつ、法人の財務状況の透明性及び適正性並びに経営組織の整備及びその適

切な運用が確保されていると認められる場合に該当することとする。 

   ｱ 会計監査人を設置している法人であって、法第４５条の１９第１項及び社

会福祉法施行規則（昭和２６年厚生省令第２８号）第２条の３０の規定に基

づいて作成される会計監査報告に「無限定適正意見」又は「除外事項を付し

た限定付適正意見」（除外事項について改善されたことが確認できる場合に

限る。）が記載された場合 

    ｲ 会計監査人を設置していない法人であって、法第４５条の１９の規定によ

る会計監査人による監査に準ずる監査（会計監査人を設置せずに、法人と公

認会計士又は監査法人との間で締結される契約に基づき行われる監査であっ

て、会計監査人による監査と同じ計算関係書類及び財産目録を監査対象とす

る監査をいう。）が実施され、その際に作成された会計監査報告に「無限定

適正意見」又は「除外事項を付した限定付適正意見」（除外事項について改



善されたことが確認できる場合に限る。）が記載された場合 

 

  (3)  社会福祉連携推進法人について、第７条第４項の一般監査を５か年に１回

とすることができると県が判断する基準は、会計監査人等の作成する会計監

査報告が次に掲げる場合のいずれかに該当し、かつ、連携推進法人の財務状

況の透明性及び適正性並びに経営組織の整備及びその適切な運用が確保され

ていると認められる場合に該当することとする。 

なお、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18 年法律第 48

号。以下「一般法人法」という。）第 60 条第２項又は同項及び法第 127 条

第５号ホ（２）の規定に基づき会計監査人を設置している連携推進法人が会

計監査人による監査を受けたとき又は会計監査人を設置していない連携推進

法人が会計監査人による監査に準ずる監査（会計監査人を設置せずに、連携

推進法人と公認会計士又は監査法人との間で締結する契約に基づき行われる

監査であって、会計監査人による監査と同じ計算関係書類及び財産目録を監

査対象とする監査をいう。以下同じ。）を受けたとき、これらの連携推進法

人は、一般法人法第 107 条第１項に規定する会計監査報告及び監査の実施概

要や監査の過程で発見された内部統制の重要な不備等を記載した報告書を会

計監査人等から受領するものとする。 

   ｱ 会計監査人を設置している連携推進法人であって、会計監査人による監査

が実施され、当該監査の際に作成された会計監査報告に「無限定適正意見」

又は「除外事項を付した限定付適正意見」（除外事項について改善されたこ

とが確認できる場合に限る。）が記載された場合 

    ｲ 会計監査人を設置していない連携推進法人であって、会計監査人による監

査に準ずる監査が実施され、当該監査の際に作成された会計監査報告に「無

限定適正意見」又は「除外事項を付した限定付適正意見」（除外事項につい

て改善されたことが確認できる場合に限る。）が記載された場合 

 


